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⽯油製品安定供給確保⽀援事業
平成2８年度補正予算案額 61.0億円

中⼩企業庁 技術・経営⾰新課
03-3501-1816

事業の内容

産業技術環境局 ⼤学連携推進室
03-3501-0075

資源エネルギー庁 ⽯油流通課
03-3501-1320

（1）災害時の燃料供給拠点となる「住⺠拠点ＳＳ」の整備

国 ⺠間
団体等

補助(1)(2)
（定額(10/10)）

成果⽬標
本事業を通じて、災害時の燃料供給拠点となる「住⺠拠点ＳＳ」を４年間で
8,000カ所整備するとともに、⽯油製品需要の減少（年率2.5%）を上回る
ＳＳの廃業・撤退に⻭⽌めをかけることを⽬指します。

条件（対象者、対象⾏為、補助率等）

事業⽬的・概要
災害時における燃料の安定供給に貢献する中⼩ガソリンスタンド(ＳＳ)による
燃料供給体制を確保するため、以下の事業を実施します。

（1）⾃家発電機を備えた「住⺠拠点ＳＳ」の整備
平成28年4⽉の熊本地震において、災害時における燃料供給拠点として
のＳＳの役割が再認識されました。このため、こうしたＳＳに、⾃家発電機
を整備し、ＳＳの災害時対応能⼒を強化します。

（2）中⼩ＳＳの⽣産性向上による経営安定化
過疎地等において中⼩ＳＳが中⻑期的に燃料安定供給の役割を果たすに
は⽣産性向上による経営安定化が不可⽋です。そのため、
①灯油配送合理化の取組（共同タンク運営・配送等）、②メンテナンス
費⽤が節約可能な簡易計量機や省エネ型機器等の導⼊を⽀援します。

揮発油
販売事業者

等

補助
（1) 10/10
(2) 2/3,1/2

「住⺠拠点ＳＳ」による⾃家発電機導⼊⽀援

・⾃家発電機の導⼊

(2)過疎地等における中⼩ＳＳの⽣産性向上による経営安定化

・熊本地震時のSS混雑の様⼦

①灯油配送合理化（共同タンク運⽤・配送等）

地下タンクから簡易計量機への変更によるメンテナンス費⽤の節減

②費⽤節減型設備の導⼊

⼤型化⼤型化 共同所有共同所有

配送ルート･頻度の効率化 調達・配送の効率化


